
議案第９９号 

瑞穂町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成３０年１２月１４日 

           提出者  瑞穂町長   杉 浦 裕 之 

（提案理由） 

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の改正及び町職員の

勤勉手当を改定する必要があるので、本案を提出する。 

   瑞穂町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 瑞穂町職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第３号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

 第３条第３項中「かつ予算」を「、かつ、予算」に改める。 

 第８条第２項中「すべて」を「全て」に改める。 

 第９条第１項第１号中「（以下「交通機関等」という。）」を削

り、同項第２号中「（以下「自転車等」という。）」を削る。 

 第１６条第１項中「第１６条の２」を「次条」に改める。 

 第１６条の２中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

 第１６条の３第１項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同項第

２号中「かつ円滑な」を「、かつ、円滑な」に改め、同条第３項第 



１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

第１７条第２項中「１００分の９５」を「１００分の１００」に

改め、同条第３項中「１００分の９５」を「１００分の１００」に、

「１００分の４５」を「１００分の４７．５」に改める。 

第２０条中「（平成３年法律第１１０号）」を削る。 

別表第１中「第３条」の次に「、第７条」を加える。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の瑞

穂町職員の給与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）

第１７条第２項及び第３項並びに附則第２項の規定は、平成３０

年１２月１日から適用する。 

 （平成３０年１２月に支給する勤勉手当に関する特例措置） 

２ 平成３０年１２月に支給する勤勉手当については、改正後の条

例第１７条第１項中「１５日」とあるのは「４箇月」と、同条第

２項中「１００分の１００を」とあるのは「１００分の１０５を」

と、同条第３項中「１００分の４７．５」」とあるのは「１００

分の５０」」とする。 

 （給与の内払） 

３ この条例による改正前の瑞穂町職員の給与に関する条例の規定

に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与の

内払とみなす。 

（瑞穂町職員の旅費に関する条例の一部改正） 

４ 瑞穂町職員の旅費に関する条例（昭和３６年条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

  第２条第４号中「若しくは」を「又は」に改める。 

  第３条第２項中「一に」を「いずれかに」に改める。 

  第４条第２項中「かつ予算上」を「、かつ、予算上」に改める。 

  第５条第１項中「本条」を「この条」に改める。 

  第１１条第１項中「本条」を「この条」に改め、同条第２項中

「一に」を「いずれかに」に改める。 



  第１２条第１項中「本条」を「この条」に改める。 

  第１５条第１項、第１６条第１項及び第１７条第１項中「別表」

を「別表第１」に改める。 

  第２１条を次のように改める。 

  （退職者等の旅費） 

第２１条 第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、次

に掲げる旅費とする。 

（１）退職等となった日にいた地から退職等の命令の通達を受け

た日にいた地までの前職務相当の旅費 

（２）退職等の命令の通達を受けた日の翌日から３月以内に出発

して当該退職等に伴う旅行をした場合に限り、出張の例に準

じて計算した退職等の命令の通達を受けた日にいた地から旧

在勤地までの前職務相当の旅費 

  第２３条の２中「とする」を「を次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める事由により支給する」に改め、同条各号を次の

ように改める。 

 （１）移転料 赴任に伴う住所又は居所の移転 

 （２）着後手当 赴任に伴う住所又は居所の移転に係る宿泊費及

び諸雑費の支出 

 （３）扶養親族移転料 赴任に伴う扶養親族の移転 

第２３条の３第１項中「できる前号」を「できる同号」に改め、

同条第２項中「移転料の別表第２の額と」を「移転料の同表の額

と」に、「移転料の別表第２の額を」を「移転料の同表の額を」

に改める。 

第２３条の４中「並びに」を「及び」に改める。 

第２３条の５第１号中「次の各号に」を「次に」に改め、同号

イからハまでを次のように改める。 

   ア １２歳以上の者については、その移転の際における職員

相当の鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃の実費額並びに日当、

宿泊料、食卓料及び着後手当の３分の２に相当する額 

   イ １２歳未満６歳以上の者については、アに規定する額の

２分の１に相当する額 

   ウ ６歳未満の者については、その移転の際における職員相



当の航空賃の実費額の２分の１に相当する額(３歳未満の

者については、座席を利用し、利用証明書類を提出した場

合に限る。)並びに日当、宿泊料、食卓料及び着後手当の３

分の１に相当する額（６歳未満の者を３人以上随伴すると

きは、この額に２人を超える者ごとにその移転の際におけ

る職員相当の鉄道賃及び船賃の実費額の２分の１に相当す

る金額を加算する。） 

第２３条の５第２号中「計算した額。」を「計算した額（この

額は、同号の規定により支給することができる額に相当する額（赴

任の後扶養親族を移転するまでの間に更に赴任があった場合には、

各赴任について同号の規定により支給することができる額に相当

する額の合計額）を超えることができない。）」に改め、ただし

書を削る。 

第２５条中「若しくは費用」を「又は費用」に改める。 

別表第１中「、１９条」を削り、「給料表（一）３級以上の職

にある者」を「瑞穂町職員の給与に関する条例（昭和２６年条例

第３号）別表第１給料表（一）３級以上の職にある者及び瑞穂町

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

９年条例第２３号）の適用を受ける者」に、「給料表（一）」を

「瑞穂町職員の給与に関する条例別表第１給料表（一）」に、「同

表（二）の」を「同条例別表第２給料表（二）の適用を受ける」

に改める。 
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瑞穂町職員の給与に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

(目的) (目的) 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年

法律第261号。以下「法」という。)第24条

第5項の規定に基づき、職員の給与に関する

事項を定めることを目的とする。 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年

法律第261号。以下「法」という。)第24条

第6項の規定に基づき、職員の給与に関する

事項を定めることを目的とする。 

第2条 略 第2条 略 

(給料表) (給料表) 

第3条 略 第3条 略 

2 略 2 略 

3 町長は、組織条例、規則及び規程の趣旨に

従い、及び前項の規定に基づく分類の基準

に適合するように、かつ、予算の範囲で職

務の級の定数を設定し、又は改定すること

ができる。 

3 町長は、組織条例、規則及び規程の趣旨に

従い、及び前項の規定に基づく分類の基準

に適合するようにかつ予算の範囲で職務の

級の定数を設定し、又は改定することがで

きる。 

第4条から第7条 略 第4条から第7条 略 

第8条 略 第8条 略 

2 扶養手当の支給は、新たに職員となった者

に扶養親族がある場合においてはその者が

職員となった日、扶養親族がない職員に前

項第1号に掲げる事実が生じた場合におい

てはその事実が生じた日の属する月の翌月

(これらの日が月の初日であるときは、その

日の属する月)から開始し、扶養手当を受け

ている職員が離職し、又は死亡した場合に

おいては、それぞれその者が離職し、又は

死亡した日、扶養手当を受けている職員の

扶養親族で同項の規定による届出に係るも

のの全てについて同項第2号に掲げる事実

が生じた場合においてはその事実が生じた

日の属する月(これらの日が月の初日であ

るときは、その日の属する月の前月)をもっ

て終わる。ただし、扶養手当の支給の開始

については、同項の規定による届出がこれ 

2 扶養手当の支給は、新たに職員となった者

に扶養親族がある場合においてはその者が

職員となった日、扶養親族がない職員に前

項第1号に掲げる事実が生じた場合におい

てはその事実が生じた日の属する月の翌月

(これらの日が月の初日であるときは、その

日の属する月)から開始し、扶養手当を受け

ている職員が離職し、又は死亡した場合に

おいては、それぞれその者が離職し、又は

死亡した日、扶養手当を受けている職員の

扶養親族で同項の規定による届出に係るも

ののすべてについて同項第2号に掲げる事

実が生じた場合においてはその事実が生じ

た日の属する月(これらの日が月の初日で

あるときは、その日の属する月の前月)をも

って終わる。ただし、扶養手当の支給の開

始については、同項の規定による届出がこ 
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に係る事実の生じた日から15日を経過した

後にされたときは、その届出を受理した日

の属する月の翌月(その日が月の初日であ

るときは、その日の属する月)から行うもの

とする。 

れに係る事実の生じた日から15日を経過し

た後にされたときは、その届出を受理した

日の属する月の翌月(その日が月の初日で

あるときは、その日の属する月)から行うも

のとする。 

3及び4 略 3及び4 略 

第8条の2及び第8条の3 略 第8条の2及び第8条の3 略 

(通勤手当) (通勤手当) 

第9条 略 第9条 略 

(1)通勤のため交通機関又は有料の道路  

 を利用してその運賃又は料金(以下「運賃

等」という。)を負担することを常例とする

職員(通勤距離が片道2キロメートル以上で

ある者) 

(1)通勤のため交通機関又は有料の道路(以下

「交通機関等」という。)を利用してその運

賃又は料金(以下「運賃等」という。)を負

担することを常例とする職員(通勤距離が

片道2キロメートル以上である者) 

(2)通勤のため自転車その他の交通の用具で

規則で定めるもの   を使用することを

常例とする職員(通勤距離が片道2キロメー

トル以上である者) 

(2)通勤のため自転車その他の交通の用具で

規則で定めるもの(以下「自転車等」とい

う。)を使用することを常例とする職員(通

勤距離が片道2キロメートル以上である者) 

2及び3 略 2及び3 略 

第10条から第15条の2 略 第10条から第15条の2 略 

(期末手当) (期末手当) 

第16条 期末手当は、3月1日、6月1日及び12

月1日(以下この条、次条及び第16条の3にお

いてこれらの日を「基準日」という。)にそ

れぞれ在職する職員(規則で定める職員を

除く。)に対して、それぞれ基準日から起算

して15日を超えない範囲内において規則で

定める日(次条及び第16条の3においてこれ

らの日を「支給日」という。)に支給する。

これらの基準日前1箇月以内に退職し、若し

くは法第16条第1号に該当して法第28条第4

項の規定により失職し、又は死亡した職員

(規則で定める職員を除く。)についても、

同様とする。 

第16条 期末手当は、3月1日、6月1日及び12

月1日(以下この条、第16条の2及び第16条の

3においてこれらの日を「基準日」という。)

にそれぞれ在職する職員(規則で定める職

員を除く。)に対して、それぞれ基準日から

起算して15日を超えない範囲内において規

則で定める日(第16条の2及び第16条の3に

おいてこれらの日を「支給日」という。)に

支給する。これらの基準日前1箇月以内に退

職し、若しくは法第16条第1号に該当して法

第28条第4項の規定により失職し、又は死亡

した職員(規則で定める職員を除く。)につ

いても、同様とする。 

2から5 略 2から5 略 

 (期末手当の不支給)  (期末手当の不支給) 
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第16条の2 略 第16条の2 略 

(1)(2) 略 (1)(2) 略 

(3)基準日前1箇月以内又は基準日から当該基

準日に対応する支給日の前日までの間に離

職した職員(前2号に掲げる者を除く。)で、

その離職した日から当該支給日の前日まで

の間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

(3)基準日前1箇月以内又は基準日から当該基

準日に対応する支給日の前日までの間に離

職した職員(前2号に掲げる者を除く。)で、

その離職した日から当該支給日の前日まで

の間に禁錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

(4)次条第1項の規定により期末手当の支給を

一時差し止める処分を受けた者(当該処分

を取り消された者を除く。)で、その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮

以上の刑に処せられたもの 

(4)次条第1項の規定により期末手当の支給を

一時差し止める処分を受けた者(当該処分

を取り消された者を除く。)で、その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮
こ

以上の刑に処せられたもの 

(期末手当の一時差止め) (期末手当の一時差止め) 

第16条の3 略 第16条の3 略 

(1)離職した日から当該支給日の前日までの

間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴(当該起訴に

係る犯罪について禁錮以上の刑が定められ

ているものに限り、刑事訴訟法(昭和23年法

律第131号)第6編に規定する略式手続によ

るものを除く。第3項において同じ。)をさ

れ、その判決が確定していない場合 

(1)離職した日から当該支給日の前日までの

間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴(当該起訴に

係る犯罪について禁錮
こ

以上の刑が定められ

ているものに限り、刑事訴訟法(昭和23年法

律第131号)第6編に規定する略式手続によ

るものを除く。第3項において同じ。)をさ

れ、その判決が確定していない場合 

(2)離職した日から当該支給日の前日までの

間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が逮捕された場合

又はその者から聴取した事項若しくは調査

により判明した事実に基づきその者に犯罪

があると思料するに至った場合であって、

その者に対し期末手当を支給することが、

公務に対する町民の信頼を確保し、期末手

当に関する制度の適正、かつ、円滑な実施

を維持する上で重大な支障を生ずると認め

るとき。 

(2)離職した日から当該支給日の前日までの

間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が逮捕された場合

又はその者から聴取した事項若しくは調査

により判明した事実に基づきその者に犯罪

があると思料するに至った場合であって、

その者に対し期末手当を支給することが、

公務に対する町民の信頼を確保し、期末手

当に関する制度の適正かつ円滑な実施を維

持する上で重大な支障を生ずると認めると

き。 

2 略 2 略 

3 略 3 略 

(1)一時差止処分を受けた者が当該一時差止 (1)一時差止処分を受けた者が当該一時差止 
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処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し禁錮
こ

以上の刑に処せられなかった場合 

(2)(3) 略 (2)(3) 略 

4から6 略 4から6 略 

(勤勉手当) (勤勉手当) 

第17条 略 第17条 略 

2 勤勉手当の額は、前項の職員が、それぞれ

その基準日現在(退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在。以下

この項において同じ。)において受けるべき

手当額算定の基礎額に、規則で定める基準

に従って定める割合を乗じて得た額とす

る。この場合において、その支給する勤勉 

2 勤勉手当の額は、前項の職員が、それぞれ

その基準日現在(退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在。以下

この項において同じ。)において受けるべき

手当額算定の基礎額に、規則で定める基準

に従って定める割合を乗じて得た額とす

る。この場合において、その支給する勤勉 

手当の額の総額は、職員がその基準日現在

において受けるべき手当額算定の基礎額

に、6月に支給する場合においては100分の1

00、12月に支給する場合においては100分の

100を乗じて得た額を超えてはならない。 

手当の額の総額は、職員がその基準日現在

において受けるべき手当額算定の基礎額

に、6月に支給する場合においては100分の9

5、12月に支給する場合においては100分の9

5を乗じて得た額を超えてはならない。 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「6月に支給する場合にお

いては100分の100、12月に支給する場合に

おいては100分の100」とあるのは「6月に支

給する場合においては100分の47.5、12月に

支給する場合においては100分の47.5」とす

る。 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「6月に支給する場合にお

いては100分の95、12月に支給する場合にお

いては100分の95」とあるのは「6月に支給

する場合においては100分の45、12月に支給

する場合においては100分の45」とする。 

4及び5 略 4及び5 略  

第18条及び第19条 略 第18条及び第19条 略 

(育児休業者の給与) (育児休業者の給与) 

第20条 地方公務員の育児休業等に関する法

律   第2条第1項の規定による育児休業

中の職員には、育児休業の期間中、第16条

及び第17条の給与を除くほか、この条例に

定める給与は支給しない。 

第20条 地方公務員の育児休業等に関する法

律(平成3年法律第110号)第2条第1項の規定

による育児休業中の職員には、育児休業の

期間中、第16条及び第17条の給与を除くほ

か、この条例に定める給与は支給しない。 

第21条から第23条 略 第21条から第23条 略 
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別表第1(第3条、第7条、第22条関係) 別表第1(第3条   、第22条関係) 

略 略 

別表第2から別表第4 略 別表第2から別表第4 略 

附 則 

(施行期日等) 

1 この条例は、公布の日から施行し、この条

例による改正後の瑞穂町職員の給与に関す

る条例(以下「改正後の条例」という。)第1

7条第2項及び第3項並びに附則第2項の規定

は、平成30年12月1日から適用する。 

(平成30年12月に支給する勤勉手当に関す

る特例措置) 

2 平成30年12月に支給する勤勉手当につい

ては、改正後の条例第17条第1項中「15日」

とあるのは「4箇月」と、同条第2項中「10 

0分の100を」とあるのは「100分の105を」

と、同条第3項中「100分の47.5」」とある

のは「100分の50」」とする。 

(給与の内払) 

3 この条例による改正前の瑞穂町職員の給

与に関する条例の規定に基づいて支給され

た給与は、改正後の条例の規定による給与

の内払とみなす。 

4 略 



- 1 - 

附則第4項による改正 

瑞穂町職員の旅費に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

(目的) (目的) 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年

法律第261号)第24条第5項の規定に基づき、

公務のために旅行する職員に対し支給する

旅費に関し必要な事項を定めることを目的

とする。 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年

法律第261号)第24条第6項の規定に基づき、

公務のために旅行する職員に対し支給する

旅費に関し必要な事項を定めることを目的

とする。 

(用語の意義) (用語の意義) 

第2条 略 第2条 略 

(1)から(3) 略 (1)から(3) 略  

(4)赴任 町の要請に基づいて国又は他の地

方公共団体等を退職し、引き続いて採用さ

れた職員が、その採用に伴う移転のため住

所又は居所から在勤庁に旅行することをい

う。 

(4)赴任 町の要請に基づいて国若しくは他

の地方公共団体等を退職し、引き続いて採

用された職員が、その採用に伴う移転のた

め住所若しくは居所から在勤庁に旅行する

ことをいう。 

(旅費の支給) (旅費の支給) 

第3条 略 第3条 略 

2 職員又はその遺族が次の各号のいずれか

に該当する場合には、当該各号に掲げる者

に対し旅費を支給する。 

2 職員又はその遺族が次の各号の一に該当

する場合には、当該各号に掲げる者に対し

旅費を支給する。 

(1)から(3) 略 (1)から(3) 略 

3から6 略 3から6 略 

(旅行命令書等) (旅行命令書等) 

第4条 略 第4条 略 

2 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通

信による連絡手段によっては公務の円滑な

遂行を図ることができない場合で、かつ、

予算上旅費の支出が可能である場合に限

り、旅行命令等を発することができる。 

2 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通

信による連絡手段によっては公務の円滑な

遂行を図ることができない場合でかつ予算

上旅費の支出が可能である場合に限り、旅

行命令等を発することができる。 

3から5 略 3から5 略 

(旅行命令等に従わない旅行) (旅行命令等に従わない旅行) 

第5条 旅行者は、公務上の必要又は天災その 第5条 旅行者は、公務上の必要又は天災その
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他やむを得ない事情により旅行命令等(前

条第3項の規定により変更された旅行命令

等を含む。以下この条において同じ。)に従

って旅行することができない場合には、あ

らかじめ旅行命令権者に旅行命令等の変更

の申請をしなければならない。 

他やむを得ない事情により旅行命令等(前

条第3項の規定により変更された旅行命令

等を含む。以下本条において同じ。)に従っ

て旅行することができない場合には、あら

かじめ旅行命令権者に旅行命令等の変更の

申請をしなければならない。 

2及び3 略 2及び3 略 

第6条から第10条 略 第6条から第10条 略 

(鉄道賃) (鉄道賃) 

第11条 鉄道賃の額は、次の各号に規定する

旅客運賃(以下この条において「運賃」とい

う。)、急行料金及び指定席料金による。 

第11条 鉄道賃の額は、次の各号に規定する

旅客運賃(以下本条において「運賃」とい

う。)、急行料金及び指定席料金による。 

(1)から(3) 略 (1)から(3) 略 

2 前項第2号に規定する急行料金は、次の各

号のいずれかに該当する場合に限り、支給

する。 

2 前項第2号に規定する急行料金は、次の各

号の一に該当する場合に限り、支給する。 

(1)(2) 略  (1)(2) 略  

3 略 3 略 

(船賃) (船賃) 

第12条 船賃の額は、次に掲げる旅客運賃(は

しけ賃及びさん橋賃を含む。以下この条に

おいて「運賃」という。)及び寝台料金によ

る。 

第12条 船賃の額は、次に掲げる旅客運賃(は

しけ賃及びさん橋賃を含む。以下本条にお

いて「運賃」という。)及び寝台料金による。

(1)から(4) 略 (1)から(4) 略 

2 略 2 略 

第13条及び第14条 略 第13条及び第14条 略 

(日当) (日当) 

第15条 日当の額は、別表第1の定額による。 第15条 日当の額は、別表の定額による。 

2及び3 略 2及び3 略 

(宿泊料) (宿泊料) 

第16条 宿泊料の額は、別表第1の定額によ

る。 

第16条 宿泊料の額は、別表の定額による。 

2 略  2 略 

(食卓料) (食卓料) 

第17条 食卓料の額は、別表第1の定額によ 第17条 食卓料の額は、別表の定額による。 
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 る。  

2 略 2 略 

第18条から第20条 略 第18条から第20条 略 

(退職者等の旅費) (退職者等の旅費) 

第21条 第3条第2項第1号の規定により支給

する旅費は、次に掲げる旅費とする。 

第21条 第3条第2項第1号の規定により支給

する旅費は、次の各号に規定する旅費とす

る。 

(1)退職等となった日にいた地から退職等の

命令の通達を受けた日にいた地までの前職

務相当の旅費 

(1)職員が出張中に退職等となった場合には、

次に規定する旅費 

(2) 退職等の命令の通達を受けた日の翌日か

ら3月以内に出発して当該退職等に伴う旅

行をした場合に限り、出張の例に準じて計

算した退職等の命令の通達を受けた日にい

た地から旧在勤地までの前職務相当の旅費 

ア 退職等となった日(以下「退職等の日」

という。)にいた地から退職等の命令の通

達を受けた日にいた地までの前職務相当

の旅費 

 イ 退職等の命令の通達を受けた日の翌日

から3月以内に出発して当該退職等に伴う

旅行をした場合に限り、出張の例に準じて

計算した退職等の命令の通達を受けた日

にいた地から旧在勤地までの前職務相当

の旅費 

第22条及び第23条 略 第22条及び第23条 略 

(赴任旅費) (赴任旅費) 

第23条の2 赴任旅費は、第6条に定める旅費

のほか、移転料、着後手当及び扶養親族移

転料を次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める事由により支給する。 

第23条の2 赴任旅費は、第6条に定める旅費

のほか、移転料、着後手当及び扶養親族移

転料とする。 

(1)移転料 赴任に伴う住所又は居所の移転 (1)移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転

について、実費額により支給する。 

(2)着後手当 赴任に伴う住所又は居所の移

転に係る宿泊費及び諸雑費の支出 

(2)着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移

転について、宿泊費及び諸雑費として支給

する。 

(3)扶養親族移転料 赴任に伴う扶養親族の

移転 

(3)扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族の

移転について支給する。 

(移転料) (移転料) 

第23条の3 略 第23条の3 略 
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(1)(2) 略 (1)(2) 略 

(3)赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を

命ぜられた日の翌日から1年以内に扶養親

族を移転する場合には、前号に規定する額

に相当する額(赴任の後扶養親族を移転す

るまでの間に更に赴任があった場合には、

各赴任について支給することができる同号

に規定する額に相当する額の合計額) 

(3)赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を

命ぜられた日の翌日から1年以内に扶養親

族を移転する場合には、前号に規定する額

に相当する額(赴任の後扶養親族を移転す

るまでの間に更に赴任があった場合には、

各赴任について支給することができる前号

に規定する額に相当する額の合計額) 

2 前項第3号の場合において、扶養親族を移

転した際における移転料の別表第2の額が、

職員が赴任した際の移転料の同表の額と異

なるときは、同号の額は、扶養親族を移転

した際における移転料の同表の額を基礎と

して計算する。 

2 前項第3号の場合において、扶養親族を移

転した際における移転料の別表第2の額が、

職員が赴任した際の移転料の別表第2の額

と異なるときは、同号の額は、扶養親族を

移転した際における移転料の別表第2の額

を基礎として計算する。 

3 略 3 略 

(着後手当) (着後手当) 

第23条の4 着後手当の額は、別表第1の日当

定額の5日分及び赴任を命ぜられた日の翌

日から5日目までに要した宿泊料の実費額

とする。 

第23条の4 着後手当の額は、別表第1の日当

定額の5日分並びに赴任を命ぜられた日の

翌日から5日目までに要した宿泊料の実費

額とする。 

(扶養親族移転料) (扶養親族移転料) 

第23条の5 略 第23条の5 略 

(1)赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤 (1)赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤 

地まで随伴する場合には、赴任を命ぜられ

た日における扶養親族1人ごとに、その移転

の際における年齢に従い、次に規定する額

の合計額 

地まで随伴する場合には、赴任を命ぜられ

た日における扶養親族1人ごとに、その移転

の際における年齢に従い、次の各号に規定

する額の合計額 

ア 12歳以上の者については、その移転の際

における職員相当の鉄道賃、船賃、航空賃

及び車賃の実費額並びに日当、宿泊料、食

卓料及び着後手当の3分の2に相当する額 

イ 12歳以上の者については、その移転の際

における職員相当の鉄道賃、船賃、航空賃

及び車賃の実費額並びに日当、宿泊料、食

卓料及び着後手当の3分の2に相当する額 

イ 12歳未満6歳以上の者については、アに

規定する額の2分の1に相当する額 

ロ 12歳未満6歳以上の者については、イに

規定する額の2分の1に相当する額 

ウ 6歳未満の者については、その移転の際

における職員相当の航空賃の実費額の2分

の1に相当する額(3歳未満の者について 

ハ 6歳未満の者については、その移転の際

における職員相当の航空賃の実費額の2分

の1に相当する額(3歳未満の者について 
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は、座席を利用し、利用証明書類を提出し

た場合に限る。)並びに日当、宿泊料、食卓

料及び着後手当の3分の1に相当する額 (6

歳未満の者を3人以上随伴するときは、この

額に2人を超える者ごとにその移転の際に

おける職員相当の鉄道賃及び船賃の実費額

の2分の1に相当する金額を加算する。) 

は、座席を利用し、利用証明書類を提出し

た場合に限る。)並びに日当、宿泊料、食卓

料及び着後手当の3分の1に相当する額。た

だし、6歳未満の者を3人以上随伴するとき

は、2人を超える者ごとにその移転の際にお

ける職員相当の鉄道賃及び船賃の実費額の

2分の1に相当する金額を加算する。 

(2)前号の規定に該当する場合を除くほか、第

23条の3第1項第1号又は第3号の規定に該当

する場合には、扶養親族の旧居住地から新

居住地までの旅行について前号の規定に準

じて計算した額(この額は、同号の規定によ

り支給することができる額に相当する額

(赴任の後扶養親族を移転するまでの間に

更に赴任があった場合には、各赴任につい

て同号の規定により支給することができる

額に相当する額の合計額)を超えることが

できない。)  

(2)前号の規定に該当する場合を除くほか、第

23条の3第1項第1号又は第3号の規定に該当

する場合には、扶養親族の旧居住地から新

居住地までの旅行について前号の規定に準

じて計算した額。ただし、前号の規定によ

り支給することができる額に相当する額

(赴任の後扶養親族を移転するまでの間に

更に赴任があった場合には、各赴任につい

て前号の規定により支給することができる

額に相当する額の合計額)を超えることが

できない。 

2 略 2 略 

第24条 略 第24条 略 

(旅費の特例) (旅費の特例) 

第25条 任命権者は、職員について労働基準

法(昭和22年法律第49号)第15条第3項若し

くは第64条又は船員法(昭和22年法律第100

号)第47条の規定に該当する事由がある場

合には当該職員に対し、これらの規定によ

る旅費又は費用に相当する額を旅費として

支給する。 

第25条 任命権者は、職員について労働基準

法(昭和22年法律第49号)第15条第3項若し

くは第64条又は船員法(昭和22年法律第100

号)第47条の規定に該当する事由がある場

合には当該職員に対し、これらの規定によ

る旅費若しくは費用に相当する額を旅費と

して支給する。 

第26条 略 第26条 略 

別表第1(第15条―第17条   、第23条の4関

係) 

別表第1(第15条―第17条、第19条、第23条の4

関係) 

区分 略 略 略 

瑞穂町職員

の給与に関

する条例(昭 

略 略 略

区分 略 略 略 

給料表(一)3

級以上の職

にある者 

略 略 略
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和26年条例

第3号)別表

第1給料表

(一)3級以上

の職にある

者及び瑞穂

町一般職の

任期付職員

の採用及び

給与の特例

に関する条

例(平成29年

条例第23号)

の適用を受

ける者 

瑞穂町職員

の給与に関

する条例別

表第1給料表

(一)2級以下

の職にある

者及び同条

例別表第2給

料表(二)の

適用を受け

る職にある

者 

略 略 略

給料表(一)2

級以下の職

にある者及

び同表(二)

の職にある

者 

略 略 略

別表第2 略 別表第2 略 


